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○大東市都市計画法施行細則 

平成２５年１０月２４日 

規則第７６号 

改正 令和４年３月２４日規則第１３号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、都市計画法施行令（昭和４４年政令第１５８号）及び都市計画法施

行規則（昭和４４年建設省令第４９号。以下「省令」という。）に定めるもののほか、

本市が処理する事務に係る都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）

の施行に関し、必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この規則において使用する用語の意義は、法において使用する用語の例による。 

（開発許可の申請） 

第３条 省令第１６条第２項の設計説明書は、設計説明書（様式第１号）とする。 

２ 省令第１７条第１項第４号に規定する書類は、設計者の資格に関する調書（様式第２

号）とする。 

３ 省令第１６条第１項の開発行為許可申請書には、法第３０条第２項に規定する書面及

び図書のほか、次に掲げる書類及び図面を添付しなければならない。 

(1) 申請に係る土地の区域の求積平面図 

(2) 申請に係る土地の区域において排出される下水道法（昭和３３年法律第７９号）第

２条第１号に規定する下水の量を算定した計算書 

(3) 申請者の印鑑証明書（申請者が個人の場合にあっては、印鑑登録証明書。以下同じ。） 

(4) 申請者が法人の場合にあっては、当該法人の商業登記簿の登記事項証明書又は商業

登記規則（昭和３９年法務省令第２３号）第３０条第１項第４号の代表者事項証明書 

(5) 法第３３条第１項第１２号に掲げる基準に係る開発行為の場合にあっては、申請者

の事業経歴書並びに最近２事業年度の法人税（個人の場合にあっては、所得税）及び

事業税の納税証明書 

(6) 法第３３条第１項第１３号に掲げる基準に係る開発行為の場合にあっては、次に掲

げる書類 

ア 工事施行者の事業経歴書 

イ 工事施行者が建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項の許可を受け
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たことを証する書類の写し 

(7) 法第３３条第１項第１４号の規定により同意を得た者の印鑑証明書 

(8) 申請に係る土地の登記事項証明書 

(9) 申請に係る土地の地籍図の写し 

(10) 前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類及び図面 

（公共施設の管理者との開発行為についての協議） 

第４条 法３２条第１項又は第２項の規定による協議をしようとする者は、都市計画法第

３２条による協議について（様式第３号）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の都市計画法３２条による協議についてには、次に掲げる書類等を添付しなけれ

ばならない。 

(1) 従前の公共施設一覧表 

(2) 新たに設置される公共施設一覧表 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 

（国又は都道府県との開発行為についての協議） 

第５条 国の機関又は都道府県等（法第３４条の２第１項に規定する都道府県等をいう。

以下同じ。）は、同項の協議をしようとするときは、開発行為協議申出書（様式第４号）

を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の開発行為協議申出書には、法第３０条第２項に規定する書面及び図書のほか、

第３条第３項各号（第３号から第５号までを除く。）に掲げる書類及び図面を添付しな

ければならない。 

（標識の掲示） 

第６条 法第２９条第１項の許可を受けた者は、当該許可に係る開発区域内の見やすい場

所に、開発許可標識（様式第５号）を掲示しなければならない。 

（開発行為変更許可の申請等） 

第７条 法第３５条の２第１項の許可の申請は、開発行為変更許可申請書（様式第６号）

を市長に提出することにより行わなければならない。 

２ 前項の開発行為変更許可申請書には、省令第２８条の３に規定する図書のほか、第３

条第３項各号に掲げる書類及び図面のうち開発行為の変更に伴いその内容が変更される

ものを添付しなければならない。 

３ 法第３５条の２第３項の規定による届出は、開発行為変更届出書（様式第７号）を市
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長に提出することにより行わなければならない。 

４ 前項の開発行為変更届出書には、法第３０条第２項に規定する書面及び図面並びに第

３条第３項各号に掲げる書類及び図面のうち開発行為の変更に伴いその内容が変更され

るものを添付しなければならない。 

（国又は都道府県等との開発行為についての変更協議） 

第８条 国の機関又は都道府県等は、法第３５条の２第４項において準用する法第３４条

の２第１項の協議をしようとするときは、開発行為変更協議申出書（様式第８号）を市

長に提出しなければならない。 

２ 前項の開発行為変更協議申出書には、省令第２８条の３に規定する図書のほか、第３

条第３項各号（第３号から第５号までを除く。）に掲げる書類及び図面のうち開発行為

の変更に伴いその内容が変更されるものを添付しなければならない。 

（工事の完了の届出） 

第９条 省令第２９条の工事完了届出書又は公共施設工事完了届出書には、届出に係る開

発行為に関する工事が当該開発行為に係る法第２９条第１項の許可の内容に適合してい

ることを証する写真又は図書を添付しなければならない。 

（建築又は建設の承認の申請） 

第１０条 法第３７条第１号の規定による承認を受けようとする者は、建築（建設）承認

申請書（様式第９号）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の建築（建設）承認申請書には、承認を受けようとする敷地の位置を示す縮尺１，

０００分の１以上の敷地位置図その他市長が必要と認める図書を添付しなければならな

い。 

（開発許可に基づく地位の承継の届出） 

第１１条 法第４４条の規定により、被承継人が有していた開発許可に基づく地位を承継

した者は、速やかに地位承継届出書（様式第１０号）を市長に提出しなければならない。 

２ 前項の地位承継届出書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1) 承継の原因となった事実を記載した書類 

(2) 承継した者の印鑑証明書 

(3) 誓約書 

（開発許可に基づく地位の承継の承認の申請） 

第１２条 法第４５条の規定による承認の申請は、地位承継承認申請書（様式第１１号）
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を市長に提出することにより行わなければならない。 

２ 前項の地位承継承認申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(1) 承継の原因となった事実を記載した書類 

(2) 申請者の印鑑証明書 

(3) 誓約書 

(4) 申請者が法人の場合にあっては、当該法人の商業登記簿の登記事項証明書又は商業

登記規則第３０条第１項第４号の代表者事項証明書 

(5) 法第３３条第１項第１２号に掲げる基準に係る開発行為の場合にあっては、申請者

の事業経歴書並びに最近２事業年度の法人税（個人の場合にあっては、所得税）及び

事業税の納税証明書 

（閲覧所の設置） 

第１３条 省令第３８条第１項の規定により、開発許可担当課に大東市開発登録簿閲覧所

（以下「閲覧所」という。）を設置する。 

（閲覧の手続及び時間） 

第１４条 法第４６条の開発登録簿（以下「登録簿」という。）の閲覧（以下「閲覧」と

いう。）をしようとする者は、閲覧簿に、住所及び氏名並びに閲覧の理由を記入しなけ

ればならない。 

２ 登録簿の閲覧時間は、午前９時から正午まで及び午後０時４５分から午後５時までと

する。 

３ 閲覧所の休日は、次のとおりとする。 

(1) 日曜日及び土曜日 

(2) 国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日 

(3) １２月２９日から翌年の１月３日までの日（前２号に掲げる日を除く。） 

４ 市長は、登録簿を整理する場合その他必要と認める場合は、前２項の規定にかかわら

ず、臨時に閲覧時間を短縮し、又は閲覧所を閉鎖することができる。この場合において、

市長は、あらかじめその旨を閲覧所に掲示するものとする。 

（閲覧の停止及び禁止） 

第１５条 市長は、閲覧する者が次の各号のいずれかに該当する場合は、閲覧を停止させ、

又は禁止することができる。 

(1) 登録簿又は閲覧簿を閲覧所の外に持ち出した場合 
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(2) 登録簿又は閲覧簿を破り、若しくは汚した場合、又はそのおそれがある場合 

(3) 他の閲覧をする者に迷惑をかけた場合 

(4) 閲覧に関して職員の指示に従わない場合 

２ 市長は、前項に規定する場合のほか、閲覧所の管理のため特に必要があると認めると

きは、閲覧を停止させ、又は禁止することができる。 

（登録簿の写しの交付申請） 

第１６条 登録簿の写しの交付を受けようとする者は、開発登録簿の写し交付申請書（様

式第１２号）を市長に提出しなければならない。 

（都市計画施設の区域内等における建築許可申請書の添付図書） 

第１７条 省令第３９条第２項第３号の図書は、次に掲げる図書とする。 

(1) 方位、道路及び目標となる地物を明示した付近見取図 

(2) 法第４条第６項に規定する都市計画施設の区域の境界を本市が明示した図面 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 

（身分証明書） 

第１８条 法第８２条第２項の証明書は、身分証明書（様式第１３号）とする。 

（開発許可不要等証明の申請） 

第１９条 省令第６０条の書面の交付の申請は、開発許可不要等証明申請書（様式第１４

号）を市長に提出することにより行わなければならない。 

２ 前項の開発許可不要等証明申請書には、次に掲げる図面等を添付しなければならない。 

(1) 申請に係る土地の位置を示す図面 

(2) 省令第１６条第４項の表に掲げる図面（現況図、土地利用計画図、造成計画平面図

及び造成計画断面図に限る。） 

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める図書 

（書類等の提出部数） 

第２０条 第３条第３項、第５条、第７条から第１２条まで及び前条並びに省令第１６条、

第１７条及び第２８条の３の規定により提出する書類、図面及び図書の部数は、正本１

部及び副本１部とする。 

（補則） 

第２１条 この規則に定めるもののほか、法の施行に関し必要な事項は、市長が別に定め

る。 
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附 則 

この規則は、平成２５年１１月１日から施行する。 

附 則（令和４年規則第１３号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則の施行の際現に存するこの規則による改正前の様式（次項において「旧様式」

という。）により使用されている書類は、この規則による改正後の様式によるものとみ

なす。 

３ この規則の施行の際現に存する旧様式により作成した用紙は、当分の間、所要の調整

をして使用することができる。 
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